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求人ニーズの把握、効果的な訓練の実施に努め、高い就職率を実現。
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・ 受講者数 ３２，８００名 ・ 就職率 ８１．６％

◆ 離職者訓練（機構直接実施分） 実施状況 〔平成１８年度〕

◆ 離職者訓練（民間委託分）実施状況 〔平成１８年度〕

・受講者数 ９９，７３８名 ・就職率 ６８．９％

（１）離職者等に対する再就職のための訓練

緊急経済対策に
おける機動的な
訓練の実施



① ポリテクセンター岐阜の「テクニカルオペレーショ
ン科」において、就職内定後の訓練生に対して、内定
企業からの要請に基づき、技能向上のためＮＣ加工実
習の追加指導を行った。

② ポリテクセンター茨城の「電気・通信施工技術科」
において、就職内定後の訓練生に対して、内定企業か
らの要請に基づき、デジタル回路についての追加指導
を行った。

① 就職支援における取組

２

全国のポリテクセンターでは、人材ニーズを把握するなど企業訪問を行っており、その際、求人開拓を実施している。
ポリテクセンター加古川では、訓練生の詳細な求職者情報を独自に作成し、求人企業への配付を実施。

《 具体例 》

「テクニカルオペレーション科」（１９年６月修了）の訓練生の求職情報誌を約３００社に配付し約７０社から訓練生の求人希望。
結果、当訓練科の修了生１２人のうち１１人が就職しており、そのうち、９人がこの求人希望企業に就職。

（就職者のうち約８割を占めている。）

《事例２》 就職内定後の追加指導

《事例１》求人開拓等の努力

ハローワーク等の求人情報を訓練生に提供するとともに、職業能力開発施設が詳細な求職者情報を独自に作成
し、その情報を求人企業へ配布することなどを通じ、求人開拓を実施。

就職内定後、希望者に対し就職先事業所の職務や使用する機器に合わせた即戦力化のための追加指導を実施。

民間に委託して実施している訓練の受講生に対しても、就職支援として機構がキャリア・コンサルティングを実施。

NC旋盤作業
NC旋盤による訓練課題

（はめ合わせ部品）



◆日本版デュアルシステム 実施状況 〔平成１８年度〕
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●日本版デュアルシステム 受講者数 ・ 就職率

② フリーター対策への取組

％

平成１６年度 平成１７年度 平成１８年度

受講者数 23,149人 24,962人 25,783人

就職率 ６８．８％ ７２．５％ ７５．５％

平成１６年度からフリーターに対する訓練として「日本版デュアルシステム」を実施。
さらに平成１９年度から「再チャレンジコース」等の様々な訓練を実施。

３

能開大・短大で実施 ９２．１％

職業能力開発促進センターで実施 ９２．９％

民間教育訓練機関等へ委託 ７５．３％
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座学と実習の組み合わせ訓練

０

座学
（教育訓練機関）

実習
（企業）



再チャレンジコース

企業実習先行型訓練システム

フリーター等の採用意欲の高い業界団体とカリ
キュラムを共同開発

年長フリーターの特性を踏まえ、企業実習を先行実施、
あらかじめ能力を見極めた上で、座学・訓練を実施。

＋

概ね２５歳以上
３５歳未満
の求職者

（標準３か月）

２か月

４

ハローワーク

座学
（教育訓練機関）

実習
（企業）

年長フリーター

※フォローアップ
として必要な場合

座学
（教育訓練機関）

受講者数 2，906人（平成20年１月末時点）

就職率 76．3%（平成19年10月末までに修了した者）

受講者数 420人（平成20年１月末時点）

就職率 76．2%（平成19年10月末までに修了した者）

３か月

特に、いわゆる就職氷河期に常用就職できなかった「年長フリーター」への対策として、

「再チャレンジコース」「企業実習型訓練システム」など、工夫を凝らした様々なコースを実施。



◆在職者訓練 実施状況（企業規模別） 〔平成１８年度〕

（２）在職者のレベルアップのための訓練

５

※キャリア・コンサルティング養成講座受講者１，２１２人除く。

○ 中小企業の労働者等を対象に体系的訓練を実施することにより、技能継承、競争力強化
を支援。

○ オーダーメイドにより個別ニーズにも対応。

中 小 企 業 大企業

受講者数
1～29人 30～99人

100～

299人
合計

300人以

上

中小企
業の占
める割

合

80,698 26,751 9,637 14,425 50,813 29,885 ６３％

中小企業中心

事業主の満足度 95．2%

《技能継承》

技能継承の必要性に対応した
訓練コース

（例）「実践被覆アーク溶接
（指導者育成編）」

被覆アーク溶接の作業要領

及び溶接部の評価方法を
習得し、溶接作業者に対する
技術的指導が可能な人材の
養成を目指す訓練。

生産工程の改善・改良に関
する訓練コース

（例）「油圧システムにおける
トラブルの原因究明と
改善」

日常的に生じるトラブルに

係る原因究明と改善方法を
習得することにより、生産性
の向上を目指す訓練。

新たな技術に対応した訓練
コース

（例）「難削材・新素材の最新
切削加工技術」

工業製品の高性能化に
伴い、質的にも多様化して
いる難削材（ｽﾃﾝﾚｽ鋼 、
ﾁﾀﾝ合金等）や新素材（形状
記憶合金、ｾﾗﾐｯｸ等）の加工
を身につけ、新製品等の生
産に即応可能な技術習得を
目指す訓練。

《競争力強化》



（参考）
一般大学の就職率〔平成１８年度〕 ８４．９％

わが国の中小企業を中心とするものづくり産業を担う、高度な技術を持った若年人材を育成。

・ 在校者数（専門課程・応用課程） ７，０２２名

◆高度技能者養成訓練実施状況 〔平成１８年度〕

６

・ 就職率 ９８．３％

（うち中小企業への就職割合 ６３．４％ ）
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H10 H11 H12 H13 H14 H15 H16 H17 H18
専門課程

入校者数（人）
3,716 3,507 3,308 2,902 2,943 2,903 2,736 2,738 2,616

応用課程

入校者数（人）
－ 301 676 868 868 873 901 891 895

専門課程

就職率（％）
88.6 86.6 91.6 87.9 89.2 93.4 97.4 98.4 97.8

応用課程

就職率（％）
－ － 100.0 94.7 94.7 96.8 98.8 98.6 99.3

就職率

（専門＋応用）

（％）

88.6 86.6 92.6 89.6 91.0 94.5 97.9 98.4 98.3

（３）学卒者等に対する高度技能者養成のための訓練

※平成１５年度修了生の４年経過後の定着率 ６９．９％



全国４１都道府県 若年者２２４名が参加。 「旋盤」職種及び「フライス
盤」職種において九州能開大の学生が第１位（厚生労働大臣賞）

（事例）若年者ものづくり競技大会での優勝（九州能開大）

７

富山県は、第二次産業の就業比率が３４．８％を占めており、企業の求人ニーズで最も採用を強化する職種として「生産工程・技能
工」が４３％と、ものづくりに携わる人材が強く求められている。

一方で、県外の大学への進学が７５％、県内残留率はわずか２５％と人材流出の状況にある中、北陸能開大は県内進学者が 毎
年９０％以上、卒業生の８０％以上が県内企業に 就職するなど、地域産業界のニーズに貢献しており、北陸能開大の果たす役割
は非常に大きく、その存続に対する多くの要望が企業から寄せられている （富山県）。

地方自治体からの意見

学卒者訓練に対する地域からの声など

修了生を採用した企業の評価

工科系大学等卒業生より優れていると回答した企業が
評価した理由（複数回答） ［回答企業数516社］

①実践的な技能に優れ即戦力となっている
②専門的知識・技術がいかされている
③新しい課題にも積極的に対応する

６９．８％
５２．１％
３８．８％

採用したＴ君は柔軟な発想から、機械設計を始め、組み立て、顧客に
出向いての技術指導まで、国内外にわたって活躍しています。修了生
は、在学中は実習をメインとされているので、就職したら即戦力になる
ような人材が多く、ニーズに合った人材育成をされていると思います。
（秋田県、製造業）

採用した事業所の声

職業能力開発大学校と国立大学工学部の
総訓練時間、実技・実習時間の比較表

○ 職業能力開発大学校の総訓練時間、実技・実習時間
は、国立大学に比べ相当長くなっている。

５１．０％１，５３０時間３，０００時間
国立大学
工学部

６４．７％３，６３６時間５，６１６時間
職業能力

開発大学校

総訓練時間に占める
実技・実習時間の

割合

実技・実習

時間
総訓練時間

若年者ものづくり競技大会（「旋盤」職種）



指導員の派遣による企業内訓練の支援、職業能力開発施設設備の貸与、企業の人材育成計画
の作成支援など幅広いサービスの提供により、中小企業等の能力開発に貢献

・ 職業訓練指導員の派遣数 ４，７１７人（延べ数）

・ 受講者数 １８０，４５２人（延べ数）

・ 施設設備の貸与件数 １３，３７３件（延べ数）

◆支援状況 〔平成１８年度〕

① 中小企業事業主に対する能力開発に係る支援

実践型人材養成システムによる産学共同の人材育成事業を実施

② 産業界との連携による新しい訓練システムの実施

（４）中小企業事業主支援、地域との連携等

（事例）

日本金型工業会は、実践型人材養成システ
ムの普及を図るため、職業能力開発総合大学
校東京校と共同で、実践的な金型技術・技能習
得に重点を置いた人材育成のための訓練カリ
キュラムを作成。

８
射出成形金型 ＣＡＥ解析

広島県内の板金工業組合が、傘下の組合員の人材育成を支援するため、「建築板
金における展開図面の作成」の講習を企画。この際、同組合から講師及びカリキュラ
ム内容に関する相談があった。

この相談を踏まえ、カリキュラム内容を「立体図を理解し、１枚の鋼板から製品の板
取ができる展開図面の描き方」とし、同組合へ職業訓練指導員を派遣することにより、

企画した講習を行い、組合員の技能・知識の向上を図った。

（事例）



広く地域社会に開かれた施設運営の一環として、地域産業の抱える技術開発等の課題解決の
ため、産業界との共同研究、受託研究を行い、地域産業に貢献。

また、その成果・ノウハウを、高度技能者養成のための訓練教材（総合制作実習等）として、有効
に活用。

③ 地域産業への貢献

共同研究の事例

地元特産の農産物であるきゅうりを対象にした自動検
査・選別装置を開発。従来、きゅうりの等級判別は目視・手
作業により行なわれてきたが、この装置により選別に要する
熟練と労力が大幅に削減。

９

きゅうり選別装置

「中小企業優秀新技術・
新製品賞」受賞

地元特産の農産物であるりんごを対象にした非破壊に
よる糖度測定装置を開発。これにより糖度が確認された
高品質な果実の出荷に貢献すると共に、糖度の計測時間
が短縮された。

携帯用光糖度計

受託研究の事例

・職業能力開発総合大学校東京校
「デジタルソースを活用した硝子成形技術教材の開発」

委託元である事業主団体において、団塊世代の大

量退職により技術の継承が困難であることと、異業種
組織であるが故の硝子成形法に関する総合的な教材
がないことから、硝子成形にかかる技能・技術習得の
ポイントをデジタルソースを活用し、体系化を図ること
で、ベテラン技術者の高度な技術の習得や硝子
成形法の総合的知識の向上、技術習得時間の
短縮に寄与する教材の開発を行った。

・東北職業能力開発大学校附属
青森職業能力開発短期大学校
「携帯用光糖度計」

・ 北陸職業能力開発大学校
「きゅうり選別装置」



地域におけるものづくり振興支援のため、施設を開放。全国の能開大、短大で開催。

参加者数 計３０，４００人（地域の教育界や産業界も多数参加）

開催内容 ・ 訓練生や指導員等による卒業制作や職業能力開発研究成果の発表及び作品展示

・ 地域ものづくりの現状・魅力をテーマに講演会やパネルディスカッション

・ ものづくりの水準を競い合うロボット競技会 等

④ 地域におけるものづくり振興への支援

開催回数：２５１回 参加者数：１５，５１８名

10

・ＮＣ工作機械による文鎮製作

・電子オルゴール製作

・音声反応歩行ロボット製作

・ＣＡＤ／ＣＡＭを利用した印鑑製作

ポリテックビジョンの開催

ものづくり子供体験教室の実施

＜作品展示＞
パネル展示などで来客者に分かりやすく説明

＜ロボット競技会＞
作成した学生によるデモンストレーション

＜ポリテックビジョン滋賀2008体験教室＞教室の様子

（開催事例）

＜ポリテックビジョン滋賀2008体験教室＞様子音で

動くセンサーロボットのはんだづけ組み立て完成品

○ 地元教育界と大学校との連携が地域の活性化に貢献していることが分かった。
これからは、商工会議所の会員も積極的に連携に加わっていきたい。

○ 訓練内容のレベルの高さに感心した。
○ ロボット競技会参加校の競争心が、色々と工夫された特徴あるロボット製作に繋がっ

ており、技術面のレベルアップに繋がっていると実感した。

参加者の声
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